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講義録

第８回「脱軍備・平和基礎講座」

[ 特別記事 ] 米軍公文書のコレクションを
　　　　　　立命館大学ミュージアムに寄贈　梅林宏道

トピックス
バイデン政権、「核態勢見直し」の概要発表／北朝鮮が４年 4 
か月ぶりに ICBM を発射／フィンランド、スウェーデン両政府、
NATO への加盟申請へ／岸田政権として初の面談での日米首脳
会談を開催／復帰５０年「基地なき島」を求め、沖縄県知事、
建議書発表

　　　アジア・エクスポージャー（1）自己覚醒型調査　梅林宏道　　　　
平和を考えるための映画ガイド　　

　  奪われた少年時代への旅――『家（うち）へ帰ろう』
日誌　2022 年 3 月 16 日～ 2022 年 5 月 15 日

　2022 年 1 月 22 日、ピースデポは「迫りくる AI・ロボット兵器の時代」
をテーマに第８回脱軍備・平和基礎講座を開催した。対テロ戦争のころ
から兵器の無人化や自律化が進み、戦場のありようが変化してきている。
講義で畠山さんは、ドローン・ロボット兵器が投げかけている問題を共
に考えようと呼びかけた。

§   はじめに
§   戦場ではどうなっているのか
§   進む自律化
§    無人化・自律化が進む戦場のリアルと「合理化」の実態
§   ドローン・ロボット兵器が投げかける問題
§   反対している人はいないの？私たちには何ができる？
§   ロボットと共存するならどんな未来を選び取りたいですか？

畠山澄子（ピースボート）

迫りくる
       AI・ロボット兵器の時代

§   収集の経緯
§   内容の分類と特徴
§   寄贈への経緯と今後

連載　　全体を生きる（37）
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米軍公文書のコレクションを
立命館大学ミュージアムに寄贈

梅林宏道（ピースデポ・特別顧問）

　2022 年 5 月 11 日、ピースデポに保管されていた米軍公文書「梅林コレクション」1,363 点が、京都
市の立命館大学国際平和ミュージアムに寄贈・送付された。（5 月 9 日の記者会見で公表した文書数よ
りも少し増えているが、後に遺漏文書が見出されたためである。）貴重な資料が逸散することなく、将
来の調査、研究に資することを願っての寄贈であった。以下に、収集の経緯、文書の内容と特徴、寄
贈の経緯と今後について説明したい。

§ 収集の経緯

　1989 年頃から 2010 年頃にかけて、在日米軍の実態
調査のために、筆者は精力的な米軍公文書の収集と調査
を行った。最初は国際 NGO ネットワーク太平洋軍備撤
廃運動（PCDS）の国際コーディネーターとして、やがて、
ピースデポ設立準備委員長を兼務しながら、そしてピー
スデポ設立後は、代表（2000~2008 年）、また特別顧
問（2009 年以後）として、ピースデポの主要な活動と
して取り組んだ。2008 年から 2010 年にかけては、私
が主宰した「さい塾」に集った学生や自治体職員にノー
ハウを教えながらともに活動した。このように収集され
ピースデポに蓄積されてきたものを「梅林コレクション」
と呼ぶ。
　公文書の収集は、米国の情報公開法による文書請求、
米海軍歴史センター（ワシントン DC・ネイビーヤード）、
米国立公文書館（メリーランド州カレッジパーク）、ワ
シントン国立記録センター（メリーランド州スーツラン
ド）、ブッシュ大統領記念図書館（テキサス州カレッジ・
ステーション）への訪問・閲覧を通じてのコピー作成に
よって行われた。米軍艦船の位置データに関しては、航
海日誌のコピーが膨大になるため、一部は航海日誌に記
載された艦船の緯経度の書き写しを行った。絶えず活動
資金難に苦しんでいた私の訪米は、ほとんどの場合、旅
費の援助が得られた国際会議への参加の機会をとらえて
行われた。
　コレクションには、同様な関心を持つ NGO 研究者が
入手した公文書のコピーも一部含まれている。当時グリ
ンピース・ワシントン事務所にいたジョシュ・ハンド
ラー、バークレイのノーチラス研究所にいたハンス・ク
リステンセン、サンディエゴの環境・健康センターのロー
ラ・ハンター、横須賀の呉東正彦弁護士などが入手した
公文書も含まれている。
　コレクションの文書数は 1,363 点であり、紙媒体
54,785 ページ、マイクロフィッシュ 367 枚に上る。
25㎝× 31.5㎝× 12㎝のフタ付き段ボール文書箱 58 個
に収められた（写真参照）。

§ 内容の分類と特徴

　梅林コレクションの内容は、7 つのカテゴリーに分類
された。1．基地、2．基地マスタープラン、3．部隊・
組織、4．国務省、5．ブッシュ図書館、6．諸問題、7．
艦船である。
　カテゴリーごとのコレクションの分量をまとめると、
以下の表のようになる。

1  

米軍公文書・梅林コレクションのまとめ 

カテゴリー 文書数 紙媒体 
ページ数 

マイクロフィ 
ッシュ枚数 

基地 149  11946   

基地マスタープラン 29  2487   

部隊・組織  257  13863   

国務省  373  1645   

ブッシュ図書館  9  61   

諸問題 74  12602   

艦船  472  12181  367  

合計  1363  54785  367  

 カテゴリーごとの内容については、文末に掲げた「サブ
カテゴリー別統計」を見て頂ければ大枠の理解が得られ
ると思うので、ここでは紙面の都合で特徴的なカテゴ
リーの説明のみを行いたい。

立命館大学に送付される前に集積された 58 箱の米軍公文書「梅
林コレクション」（2022 年 5 月 6 日。撮影：五十嵐望美）
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新聞のトップ記事になっ
た米軍公文書の調査報告

■基地マスタープラン

　米軍公文書の収集において最初に大きな成果をあげた
文書群は、米軍基地のマスタープランであった。在日米
軍基地の施設、土地利用計画などの文書であり、コレク
ションの特徴の一つとなった。1992 年 6 月 18 日、ピー
スデポの準備委員会名（正確には「平和資料協同組合

（準）」）で、米軍調査の成果である「相模総合補給廠の
マスタープラン」を携えて最初の記者会見を行ない、各

紙に大きく取り上げられ、自治体を動かした。これは、
米軍公文書の調査・分析が平和運動に大きく貢献できる
という手応えを与えるものであった。
　梅林コレクションでは、米海軍の 6 基地（厚木、横須賀、
海軍通信基地、三沢、佐世保、嘉手納）（注：三沢と嘉
手納は海軍航空基地でもある）、米陸軍の 5 基地（広弾
薬庫、相模補給廠、キャンプ座間、秋月弾薬庫、川上弾
薬庫）、米海兵隊の 8 基地（キャンプ・マクトリアス、キャ
ンプ・コートニー、キャンプ・ハンセン、岩国、キャン
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プ富士、普天間、キャンプ・バトラー、キャンプ・シュ
ワブ）（キャンプ・バトラーは沖縄海兵隊基地の総称な
ので、実際には辺野古弾薬庫、牧港補給地区、北部訓練
場などすべてが含まれている）のマスタープランがあり、
合計で 29 点、2487 ページがある。

■国務省
　このカテゴリーの文書のほとんどは、1970 年～
1974 年の在日米大使館と米国務省との間で交わされた
電文を米国立公文書館で閲覧し、コピーしたものである。
関心の中心は空母ミッドウェーの横須賀母港に至る日米
交渉にあったが、その他の在日米軍基地の整理・統合に
関する公電の多くも収集されている。米国は、空母ミッ
ドウェーは核兵器を搭載していることを隠すことなく日
本政府に説明した。しかし、これは「母港化」ではなく「家
族海外居住計画」であり、そのために従来からの空母の
寄港が頻繁になるだけである。現状の変更ではなく事前
協議に当たらないという趣旨の説得をした。この歴史的
公文書に関する調査報告は、『朝日新聞』のトップ記事
になった。（3 ページ写真参照）

■諸問題
　このカテゴリーのコレクションの中では、とくに「核
兵器及び核兵器事故」に関する公文書が貴重であろう。
1981 年に米国防総省が公表した 32 件のブロークン・
アローのリストや、イアン・リンド文書として知られる、
1986 年にリンド氏が情報公開請求で得た米海軍の核兵
器事故に関する統計文書が含まれている。米軍の核事故
訓練に関する内部文書も含まれており、13 点、934 ペー
ジと分量は少ないが、梅林コレクションの特色の一つと
考えている。　

■艦船
　コレクションの大きな特色の一つは、米海軍の艦船の
年次報告書や航海日誌が多く集められていることであ
る。70 隻の軍艦に関する文書がある。横須賀を母港に
した数隻の船に関しては、航海日誌のマイクロフィッ
シュも含まれている。米艦船の航行ルート、核事故訓練、
演習実態、ミサイル防衛パトロールなどへの関心におい
て、今後とも基礎的な調査の原典となる文書群である。
　とりわけ空母ミッドウェーに関する文書は豊富であ
り、91 点、紙媒体 1523 ページ、マイクロフィッシュ
225 枚に上る。母港直後の 1973 年～ 1974 年のものと、
冷戦たけなわの頃 1984 年～ 1986 年、冷戦末期 1990
年のものが充実している。

§ 寄贈への経緯と今後

　収集された公文書の分析から得られた重要な知見に関
しては、その都度、公表されてきた。前述したミッド
ウェー母港を巡る新事実の発表の他にも、新聞のトップ

を飾る発見が何回かあった。中でも、自衛隊の給油艦が
対テロ特措法によって行った米艦への給油が、実はイラ
ク戦争に転用された疑惑に関する報告は、国政を揺るが
すニュースとなった。これら新聞トップ記事の写真を 3
ページに並べた。
　とはいえ、コレクションの重要さは、これらの公文書
が時代とともに新しい分析の対象となりうる原文書であ
ることにある。広く関心のある人々がアクセスできる形
で保管されることが望ましい。たとえば、最近しばしば
語られる米海軍の「航行の自由作戦」の意図や意味を分
析する上において、梅林コレクションにある米艦船の航
海日誌は調査に値する原典である。
　幸い、立命館大学国際平和ミュージアムが梅林コレク
ションを管理し閲覧に供する体制をとって下さることに
なった。
　同ミュージアムとの直接的な接点は、2019 年 9 月に
開催された同ミュージアム平和教育研究センターリサー
チャー番匠健一さん、大野光明さんらが主催したシンポ
ジウムに招かれ、「反基地運動の経験とピースデポの活
動」をテーマに講演する機会を得たことから生まれた。
実はこの機会の背後にはもう一つの貴重な巡り合わせが
あった。1972 年の米陸軍相模補給廠における戦車阻止
闘争で筆者らが始めた「ただの市民が戦車を止める会」
に若き教員として参加し今も親しくしている猪野修治さ
ん（今は湘南科学史懇話会・主宰、書評家）が、シンポ
ジウム直前の 4 月に大野光明さんら編『運動史とは何か』

（新曜社）の書評を『週刊読書人』に書いていた。猪野
さんから手紙があって、大野さんが論じていた「戦車を
止める会」論の姿勢と視点を絶賛していたのである。そ
の予備知識があったお蔭で、私はシンポジウムで彼らと
率直な意見交換をすることができた。
　寄贈を前提にした文書の整理は 2019 年から少しずつ
始まった。長期の保存と閲覧に供する前提で、金属製の
金具を外し、紙と糊で文書ごとに綴じる作業を行った。
詰めの段階での整理とリスト作成は、アルバイトに来て
いただいた五十嵐望美さん（一橋大学社会学研究科修士
課程）の英文を扱う素晴らしいスキルなしには実現しな
かったであろう。ここに深く感謝したい。
　現在、立命館大学国際平和ミュージアムはリニューア
ル閉館中であり、2023 年 9 月に改装オープンの予定で
ある。それまでに閲覧方法にしたがった再整理が行われ
るだろう。文書の電子化は今のところ考えていないとの
ことである。
　1363 点の文書名を分類してリスト化したエクセル資
料は、ピースデポのウェブサイトにも掲載される予定で
ある。
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文文書書数数
紙紙媒媒体体

ペペーージジ数数

1 厚木 7 319
2 キャンプ・ バト ラー 9 801
3 キャンプ・ 瑞慶覧 1 809
4 普天間 9 350
5 岩国 2 195
6 嘉手納 6 825
7 上瀬谷 5 14
8 三沢 13 1352
9 佐世保 12 753

10 ト リ イステーショ ン／那覇空港 1 5
11 鶴見 1 11
12 横須賀 47 4335
13 横田 26 791
14 海外―キャンプ・ エド ワード （ 韓） 1 176

15 海外―グアム（ 米） 4 1081

16 海外―ミ ラマー（ 米） 1 60

17 海外―サンフランシスコ湾岸地域 1 13
18 海外―ト ラビス空軍基地 3 56

149 11946

1 海軍基地 8 534

2 陸軍基地 12 431
3 海兵隊基地 9 1522

29 2487

1 一般―米軍基地閉鎖再編委員会 1 225
2 一般―国防再利用・ 売却サービス 2 68

3 一般―国防総省 5 320

4 一般―国防大学 1 475

5 一般―国家安全保障局 2 19
6 一般―米太平洋軍 11 1682
7 一般―在日米軍 2 257
8 一般―米政府説明責任局（ GAO) 1 29
9 海軍―第1水陸両用群 5 148

10 海軍―第5空母航空団 3 70
11 海軍―西太平洋海軍航空隊 3 56
12 海軍―ヘリ コプター戦闘支援隊 1 2

13 海軍―海上事前集積船隊 7 145
14 海軍―軍事海上輸送軍・ 極東 7 176
15 海軍―掃海部隊軍 2 11

16 海軍―海軍航空システム軍 1 19

17 海軍―海軍太平洋気象海洋学分遣隊 1 2

18 海軍―海軍海洋システム軍 1 957

19 海軍―海軍作戦部長官房 5 517

20 海軍―第7艦隊 12 331
21 海軍―米太平洋艦隊 12 2134
22 海軍―米中央軍海軍 3 147
23 海軍―在日米海軍 8 277

24 海軍―米海軍 3 9
25 陸軍ー日本工区工兵隊 1 3
26 陸軍ー軍事輸送管理軍 1 11
27 陸軍―在日米陸軍及び太平洋陸軍 16 1617
28 海兵隊ー海兵隊バラッ クス日本 5 221
29 海兵隊―海兵隊 4 970
30 海兵隊ー海兵隊基地日本 3 67
31 海兵隊―太平洋海兵隊 16 553
32 海兵隊ー海兵支援大隊 54 270
33 海兵隊ー第17海兵航空団支援群 6 79
34 海兵隊ー第3軍役務支援群 7 125
35 海兵隊ー第3海兵師団及び第7通信大隊 11 75

36 海兵隊ー第3海兵監視偵察諜報群 2 17
37 海兵隊ー第31海兵遠征部隊（ 31MEU） 13 571
38 空軍ー太平洋空軍 19 1208

257 13863

1 1964-70 77 344
2 1971 96 288
3 1972 151 379
4 1973 48 142
5 その他 1 492

373 1645

1 日本関係・ 雑 9 61

1 航空施設周辺土地利用制限区域（ AI CUZ) 11 440
2 航空母艦 17 7990
3 環境 12 2168
4 原子力艦 7 184
5 原子力艦事故 7 408
6 核兵器及び核兵器事故 13 934
7 巡航ミ サイル・ ト マホーク 7 478

74 12602 小計

  ブブッッ シシュュ図図書書館館

  諸諸問問題題

  国国務務省省

 小計

 小計

ササブブカカテテゴゴリリ ーー

  基基地地

 小計

  基基地地ママススタタ ーーププラランン

  部部隊隊・・ 組組織織

 小計

文書のカテゴリー別統計
文文書書数数

紙紙媒媒体体
ペペーージジ数数

ママイイククロロフフィィ ッッ
シシュュ枚枚数数

1 アンティ ータム（ 巡洋艦） 1 8
2 ビューフォート （ 救難艦） 4 58
3 ベローウッ ド （ 強襲揚陸艦） 25 994
4 ブルーリ ッ ジ（ 司令艦） 6 317
5 ブレマート ン（ 潜水艦） 1 6
6 バンカーヒル（ 巡洋艦） 28 793 29
7 ブリ ッ ジ（ 戦闘支援艦） 2 25
8 カムデン（ 戦闘支援艦） 10 104
9 カール・ ビンソン（ 原子力空母） 8 139

10 チャンセラーズビル（ 巡洋艦） 1 9
11 コーラル・ シー（ 空母） 1 19
12 カウペンス（ 巡洋艦） 4 137
13 カーチス・ ウィ ルバー（ ミ サイル駆逐艦） 12 173
14 カーツ（ ミ サイル・ フリ ゲート 艦） 6 70
15 カッ シング（ 駆逐艦） 1 6
16 ダラス（ 潜水艦） 1 10
17 エセッ クス（ 強襲揚陸艦） 48 632
18 エンタプライズ（ 原子力空母） 7 74
19 ファ イフ （ フリ ゲート 艦） 21 575 27
20 フィ ッ ツジェ ラルド （ ミ サイル駆逐艦） 16 175
21 フレッ チャー（ 駆逐艦） 1 8
22 フランク・ ケーブル（ 潜水艦母艦） 1 97
23 ジョ ージ・ ワシント ン（ 原子力空母） 2 541
24 ジャーマン・ タウン（ ド ッ ク型揚陸艦） 9 241
25 ガーディ アン（ 掃海艦） 2 174
26 ヘレナ（ 潜水艦） 1 4
27 ヒ ューイッ ト （ 駆逐艦） 5 42
28 インディ ペンデンス（ 空母） 41 2526 86
29 インガソル（ 駆逐艦） 1 2
30 ジョ ン・ C・ ステニス（ 原子力空母） ( 4) ( 280)
31 ジョ ン・ エリ クソン（ 給油艦） 2 177
32 ジョ ン・ マッ ケイン（ ミ サイル駆逐艦） 15 107
33 ジョ ン・ ヤング（ 駆逐艦） 1 8
34 キンケード （ 駆逐艦） 1 13
35 キティ ー・ ホーク（ 空母） 14 464
36 ラ ・ ホヤ（ 潜水艦） ( 1) ( 2)
37 レイク ・ シャンプレン（ 巡洋艦） 1 6
38 レイク ・ エリ ー（ 巡洋艦） 3 18
39 ラッ セン（ ミ サイル駆逐艦） 3 25
40 ロング・ ビーチ（ 原子力巡洋艦） 1 8
41 マクラスキー（ ミ サイル・ フリ ゲート 艦） 1 8
42 メ リ ル（ 駆逐艦） 1 8
43 ミ ッ ド ウェ ー（ 空母） 91 1523 225
44 ミ ズーリ （ 戦艦） 2 6
45 モビール・ ベイ（ 巡洋艦） 8 168
46 ニミ ッ ツ（ 原子力空母） 5(＋13) 18(＋478)
47 オブライエン（ 駆逐艦） 10 177

48
オブザベーショ ン・ アイランド （ ミ サイル
射程計測艦）

2 129

49 オハイオ（ 弾道ミ サイル潜水艦） 1 10
50 オルデンド ルフ（ 駆逐艦） 1 6
51 パト リ オッ ト （ 掃海艦） 1 232
52 ポール・ ハミ ルト ン（ ミ サイル駆逐艦） 1 47
53 ペコス（ 給油艦） 2 60
54 フェ ニッ クス（ 潜水艦） 1 4
55 ポギー（ 潜水艦） 1 9
56 プリ ンスト ン（ 巡洋艦） 2 34
57 レンジャー（ 空母） 1 2
58 レイニャー（ 戦闘支援艦） 1 1

59
ルーベン・ ジェ イムズ（ ミ サイル・ フリ
ゲート 艦）

3 31

60
ロド ニー・ デイビス（ ミ サイル・ フリ ゲー
ト 艦）

1 18

61 ロナルド ・ レーガン（ 原子力空母） 2 935
62 サクラメ ント （ 戦闘支援艦） 2 42
63 ソルト レイク・ シティ （ 潜水艦） ( 1) ( 2)
64 サンフランシスコ （ 潜水艦） 1 4
65 サーゴ（ 潜水艦） ( 1) ( 12)
66 ステザム（ ミ サイル駆逐艦） 8 32
67 テネシー（ 弾道ミ サイル潜水艦） 1 7
68 サッ チ（ ミ サイル・ フリ ゲート 艦） 5 59
69 タ イコンテロガ（ 空母） 21 134

70
ヴァ ンデグリ フト （ ミ サイル・ フリ ゲート
艦）

1 6

472 12181 367

ササブブカカテテゴゴリリ ーー

 小計

  艦艦船船

注：サブカテゴリ―の艦船のリストは、英語表記の艦名のアルファ
ベット順に並べられている。
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はじめに

　

　2022 年 1月 22日、ピースデポは「迫りくる AI・ロボット兵器の時代」をテー
マに、第８回脱軍備・平和基礎講座をオンラインで開催した。講師の畠山澄子さん
はピースボートのスタッフであると同時に、ペンシルベニア大学の科学技術史分野
で博士号を取得し、技術と社会の関係の在り方につき研究をされている新進気鋭の
研究者である。対テロ戦争のころから兵器の無人化や自立化が進み、戦場のありよ
うが変化してきている。講義で畠山さんは、ドローン・ロボット兵器が投げかけて
いる問題を共に考えようと呼びかけた。本稿は畠山さんの講義録を起こしたもので
ある。（ピースデポ編集部）

　　　　　　畠山澄子　
　　　　　　ピースボート

[ 講義録 ] 第 8 回「脱軍備・平和基礎講座」

迫りくる AI・ロボット兵器の時代

　軍縮に関わっている方はご存知だと思いますが、もち
ろん戦争はいけないけれども、どうしても戦争が起きて
しまったというのであれば、一定のルールを作っていこ
うということで、今、国際人道法とかがあるわけです。
さらに、あまりにも非人道的だという兵器があるのな
ら、それは積極的に国際条約を作って規制していこうと
いう流れがあります。例えば生物兵器、化学兵器、対人
地雷、クラスター爆弾といったものは禁止されてきてお
り、2017 年には核兵器禁止条約もできました。そういっ
た流れに携わってきたいわゆる活動家、キャンペーナー
の皆さんの関心事の中に AI 兵器もあるんですね。非人
道性を訴えることで禁止条約を作るという流れを作って
きた人たちにとって AI 兵器と言われているものが次の
禁止条約のターゲットではないかということが軍縮に関
わる人たちの中にはある。そういう観点からも私はこう
いう話に関心を持っています。
　今日は大きな流れとして、1 つは兵器に関わらず機械
が人間の介入なしにどんどん動けるようになってきてい
るという話を皆さんと確認していきます。2 つ目は、そ
のような機械には兵器も含まれるということを話し、そ
の中に殺人ロボットと言えるようなものまで含まれてい
るという話をします。その次に、軍事用の技術とそれ以
外の技術の境目が非常に分かりづらいことが難しいとこ
ろであるという話をします。
　今、ドローン撮影が増えています。風景を上から撮っ
たりできて、楽しいものです。私にとってドローンは身
近というか、生活とか仕事に入ってきています。ここ数
年でとても使用が拡大していると実感しています。物品
の配達については、使用実験が進んでいるというニュー
スをよく聞きます。それ以外にも例えば、農薬散布とか

に使われています。手や車でやっていたものを上からす
ると効率が良い。これはアメリカなどのすごく広大な農
場を経営しているところでは積極的に取り入れていま
す。地震、津波もそうですが、被害が起きた時にとりあ
えず状況を把握するためにドローンを飛ばすというのは
よくやっています。山火事が起きた時も。最近はいろん
な実験が行われていて、例えば雪山で遭難した時に通
信技術が載っているドローンを飛ばして怪我をしている
か、食糧がどれくらいあるか、そういう把握をすること
で実際の救援隊が持っていくべきニーズを把握できる。
オリンピックの開会式では何百というドローンがアート
をする。ドローンは色々なシーンで使われるようになっ
てきています。
　ロボットはどれくらい身近でしょうか。どういうもの
を思い浮かべるでしょうか。例えば、ロボット掃除機。
何をもってロボットと定義するのかは非常に難しいです
けれども、ある程度自分で判断をして、あるいは事前に
プログラミングされたものの中から判断してやるべきこ
とを自分でやるというのをロボットの仮の定義とする
と、AI スピーカーもある種のロボットと言えます。最
近はペットロボットもある。介護ロボットの開発が進む
という話もある。人間ではどうしても持ち上げるのが大
変なのでロボットが代わりにやる。日本郵便では、かな
り具体的にドローンとロボット的なものを組み合わせて
社会システムに取りこむことが進んでいます。今後、よ
り拡大していくであろう。機械はどんどん学習をして
いって、いずれはかなり人間に近い感じで、むしろ人間
より賢い感じで、近いルートを自分で探し出したり、受
取手が在宅の時間を予想したり、色々なことを考えてロ
ボットがサービスをするとか、そういったような社会は
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戦場ではどうなっているのか

今すぐは来ないかもしれないけれども、近い未来に結構
広がっていくと思います。若い人ほどイメージできると
思う。いろいろなことを機械が判断して、人間は機械が

できないところを補う。あるいは人間ができないことを
ロボットが補う。機械が自律していく共生社会が広がっ
ていくのが現状です。

　こういった機械の発達、技術の進展が戦場ではどう
なっているのかを見ていきます。まず、ドローンとは何
かを定義したいと思います。軍事の世界においてはド
ローンという言葉はあまり使われず、UAV ということ
で、「人が乗っていない航空機」という言葉が使われる
ことが多いです。ここでは分かりやすいようにドローン
と言いますけど、兵器に関する話のときはドローンとい
うのはこの UAV、無人機のことを指していると思って
ください。
　今、世の中で無人の機械が増えていますが、当然、軍
事の世界でも導入が進んでいます。まず、無人偵察機と
いうものが非常に多く実戦に投入されています。偵察機
は攻撃する機械とは違って、敵の基地の観察、土地柄、
ターゲットとなる人の生活などを飛行機から偵察するわ
けですけれども、それを無人偵察機で行う。例えば、い
わゆるラジコンみたいなタイプがあります。大きいので
はグローバルホークとかは何千キロ離れた地上誘導セン
ターから操作するタイプになります。こういったものも
実践で使われて既に 10 年くらい経ちます。爆撃機も無
人になってきています。プレデターとか、リーパーとい
うような名前がよく聞かれますけれども、爆発物を載せ
て、ターゲットに着いたら、遠隔操作で発射する。有人
飛行機と似た形をしていますが、これには 1 人も乗っ
ていません。
　大型のものは無人爆撃機も、無人偵察機もそうですが、
本国の地上誘導センターから主に中東だったりアフリカ
だったりにドローンの基地があって、そういう基地にあ
るものをイギリスやアメリカから完全に遠隔で操作しま
す。コンピュータースクリーンがいくつもあって飛行中
に画像を解析しながら、偵察を行なったり、ターゲット
に爆撃を行なったりを、建物の中から行ないます。
　軍事オペレーションを行なっていくに当たって、ド
ローン以外でも、いわゆるロボット的なものも戦場に投
入されています。Big Dog と言われる運搬ロボットです
が、兵士が動くときに重くて持ちきれない荷物を運んで
くれます。兵士が携帯電話を持っていて、その携帯電話
を追うようにプログラミングすれば、どこに行くと決め
なくても常についてくるという風にもできます。イスラ
エルがガザとの国境線に配備している Guardium と呼ば
れる無人パトロール車両もあります。他にも、爆破物探
知機や、実践投入されているかは未確認ですが、超小型
偵察ロボットも開発されています。このように兵器の無
人化がいろんな方面で進んでいます。その中にはドロー
ンや自律の力が高まっているロボット的なものも投入さ
れています。

　世の中、全般的に人の介入が少なくても色々やってく
れる機械が増えているという話をして、それから軍事の
世界でも投入されているという話をしました。なぜ兵器
を無人化したいのでしょうか。ドローンを積極的に使っ
ているアメリカの視点で考えていきたいですけど、この
ドローンが格段に使われるようになったのはいわゆる対
テロ戦争（アフガニスタン戦争とイラク戦争）という文
脈においてです。その中で戦争を「合理化」していく流
れが強まったんです。戦争が長期化すると、部隊をこの
ままずっとこの規模で維持するのかという話になってい
きます。ドローンにすれば撤退できる、経費も削減でき
るし、リスクも軽減していく。戦争が長くなればなるほ
ど、こんなに犠牲を増やして意味があるのかという反対
が出てくる。兵士が死なないとなると政治リスクも軽減
できる。さらに、無人機を投入することによって、標的
殺害ができるようになったとアメリカはずっと言ってい
るんです。核兵器で大量殺害をするのではなく、21 世
紀は標的を決めたらドローンで長い時間偵察をして完全
にその人の行動様式を把握して、この人しか殺さないで
大丈夫という瞬間を狙ってミサイルを撃てば犠牲も少な
いではないか。殺される側にとっても、それはいろいろ
な意味で効率が良いと、合理化という言葉でドローン使
用を正当化しています。また、人は人を訓練なしでは殺
せないんです。生身の人間を、いくら兵士だとはいえ、
ものすごい心理的なものを含めた訓練を経ないと人を殺
すことはできないんです。だから、第二次大戦後、ベト
ナム戦争などでアメリカはものすごいリソースを兵士の
訓練に注ぎ込んでいます。
　統計がなかなか揃わないので、データ自体も完璧なも
のだと思わないで聞いてほしいんですけど、オバマ大統
領は核兵器廃絶の主張でノーベル平和賞を取りました
が、一方で、非常にドローン戦争に積極的で、オバマ時
代にドローンの使用は急激に拡大したと言われていま
す。中東のアフガニスタン、パキスタン、ソマリア、イ
エメンなどの国々に対して 8 年の在任中、1800 回以上
のドローン攻撃をしました。トランプ大統領になってか
らも基本的にはオバマ路線を踏襲していて、特にイエメ
ンやソマリアでドローン攻撃が増えています。数字だけ
をみると減った感じもしますが、それは軍と政府がどれ
だけ情報を公開するのかにも関わっているので、公開さ
れている統計が減ったからと言って、必ずしもこの大統
領はドローンを使わないとは言えません。バイデン政権
になったので今後の数字を見ていきたいと思いますけれ
ども、路線として急にドローン攻撃をやめるとかそうい
う方向転換は今のところ聞きません。どれくらい浸透し
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進む自律化

ているかと言いますと、イスラム国との戦いという名目
でイギリス軍がイラク、シリアで行なった空中からの
ミッションのうち 42 パーセントが何らかの形でドロー
ンを使っている。さらに、実際に爆撃を行なったものの
うち、23 パーセントはドローンによるものだったとい
う統計もあります。この統計をどう考えるのかというこ
とは色々あると思いますが、少なくとも、ドローンはご
く一部で使われているに過ぎないとは言えなくなってい
るのです。
　軍事の世界においてはいろいろな意味での合理化とい
う考え方があるわけですけれども、一方で、こう言った
兵器の開発を支えている軍産学複合体と言われるものが
あるんですね。例えば、アメリカの場合、国防高等研究
計画局 (DARPA) というところがあるわけですけれども、
兵士の犠牲を減らせるのであれば、効率的という考え方
がある。しかし、どこかが作ってくれないと生まれない
わけですけれど、民間企業としても同じような技術が軍
事利用だけでなく、民生利用もできるわけだから、技術
開発自体は我々もぜひやりたいと思っているし、軍がお
金を出してくれて、技術を開発できるなら是非やります

よという民間企業があるわけです。実際、この DARPA
はものすごい研究資金を民間企業だったり、大学に提供
しているんです。コンペをやり、一番すごいロボットを
作ったところにはお金を出すというようなことをやるん
ですよね。こうやってお金を出しながら、技術開発を支
援することで、軍事に転用できそうな技術を吸い上げて
いくという仕組みができています。研究プロジェクトは、
必ずしも私たちが推測できるような分野ではなかったり
します。例えば、言語学や心理学。そういった分野のプ
ロジェクトが DARPA からお金をもらっていたりします。
どの分野の研究だから軍事に転用されやすいというのが
非常に分からなくなっています。一般市民、学者、技術
者と言われる人たちはどういう風に自分たちが戦争に加
担しないようにしていけば良いのか非常に難しい問題だ
と私は思います。大学も研究資金を確保したい中でそう
いうチャンスが訪れると技術開発に積極的に参加してし
まうという構造もあります。
　というわけで、戦争の合理化という大きなストーリー
の中にドローンだったりロボット兵器の使用の拡大と主
流化が起きているというのが今の戦場の現状です。

　先ほど自律化という話をしましたけれど、どれくらい
人間の介入なしに兵器や無人機が動けるようになってい
るのかを見てみます。現時点では、まだ辛うじて人間が
介入しているのが今の戦場の実態です。プレデターや
リーパーだったりの無人攻撃機は遠くのコントロールセ
ンターで兵士が実際に操縦しているわけです。つまり、
兵士が撃つと言わなければ撃たないし、兵士が離陸させ
なければ飛ばない。そういう意味で完全に人間のアン
ダーコントロールです。しかし、技術開発の現場を見て
いると、どんどんそういったものが必要なしに動ける攻
撃機だったり戦闘機が出てきています。
　X47-B というものがあって、これは開発費用がかか
り過ぎてコストが見合わないから実戦投入は見送られた
と聞いています。これは無人戦闘攻撃機で、基本的には
ドローンなんですが、離陸してから着陸するまで、全く
オペレーターの指示なしで動けると言われた機械なんで
す。特に注目されていたのが、海で動いている航空母艦
に自力で着陸するのに成功したことがニュースになって
いました。動いているものに自分も動きながらきちんと
着陸するというのは、熟練の操縦士でもなかなか難しい
ことらしくて、それをこの攻撃機は瞬時に自分のスピー
ドと目の前の母艦がどれくらいのスピードで動いている
のかを計算して、それをきちんと合わせていきながら着
陸するということができた。そういうような形で、つま
り着陸も離陸も自分でできる、そういう機械が増えてい
ます。また、少し前にトルコがリビアでの攻撃にドロー
ンを使ったかもしれない、もっと言うと殺人ロボットが
使われたかもしれないというニュースがありました。そ

れは KARGU というタイプのドローンが使われたと言わ
れています。あらかじめこういうターゲットを見つけた
ら攻撃するよう命令されていたら、攻撃の発射ボタンを
人間が押すことなく、自分で発射してしまう兵器も既に
開発されています。これは人間の介入がほぼない形です。
さらに言うと、最近、SWARM DRONE というのがよく
聞かれます。1 機だけではなく、10、20 のドローンが
群れになってお互いに情報を交換しながら、距離とか、
カメラから得られる情報を総合的に分析して、標的を定
めながら、ターゲットを攻撃していく。そういう機械に
よる集団戦が技術的にはできるようになっている。
　サムスンの子会社が開発した Samsung SGR-AI は、韓
国と北朝鮮の国境線上に韓国が配備していると言われて
いるものです。これは熱と動作を感知するセンサーが付
いていて、人間らしい体温と動作をする標的が確認でき
たら標的だとみなし、3 キロ圏内にそういう標的が近づ
くとオペレーターに知らせる仕組みなんです。今はオペ
レーターがこの人は標的かどうかを判断して攻撃するぞ
となれば攻撃できるという仕様になっているんですが、
技術的には人間がなんの判断もしなくても殺人できるロ
ボットができてきているのです。イスラエルもかなり
自律の力の高い、HARPY という兵器を開発しています。
潜水艦でも無人のもの、自律型の開発が進んでいます。
陸空海の分野で無人、自律型の開発が進んでいるわけで
す。
　図 1 のようにどれだけ機械が自分で判断して動くこ
とができるか（自律性）を横軸、どれだけ攻撃力が高い
か（攻撃性）を縦軸にして考えると、民生用は攻撃性が
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無人化・自律化が進む戦場のリアルと「合理化」の実態

限りなく低いけれども、自律性をどれだけ高めるかとい
うところで開発が進んでいる。戦場の世界では、攻撃性
の高いものがだんだん増えてきていて、さらに自律性が
高いものの開発も進んできている。今は人間が辛うじて
最後の判断をしないといけないというコンセンサスのも
とに、完全自律型の致死兵器というものはできていない
と言われています。これを殺人ロボットの定義だとすれ
ば、殺人ロボットと言われるものが技術的には可能だと
言える。自律型致死兵器システム (LAWS)、いわゆる殺
人ロボット、が国際規制の場では話題になっています。
兵器だけではなくて、システム全体が自律型になってい
くことを私たちはどう考えて、どう規制していくのかが
国際会議の場では話題になっている。未来戦闘空中シス
テム (Future Combat Air System) はヨーロッパで開発が
進んでいると言われています。衛星通信も活用して、戦
闘機と情報をシェアしつつ、敵に向かっていくという、
ゲームの世界ですよね。これは有人機と無人機のミック
スなんです。有人機と無人機が互いに通信しながら、場
合によっては有人機から指示を出して無人機に攻撃をさ
せたり、あるいは逆もしかりです。無人機が最初に偵察

　無人化、自律化が進む戦場のリアルというのはどうい
うものなのかというのを皆さんと想像してみたいと思い
ます。ドローンに関してはインターセプトという NGO
が情報公開法を利用して資料請求をして、それをネット
に載せるような取り組みをしています。
　無人攻撃機の操縦士は学校の教室のような場所で席に
座って仕事をする。隣にも同じようなオペレーションを
している人たちがいる。今日はどういうターゲットを狙
うかを決める。その時、ターゲットのデータを渡され
る。あなたのミッションは、このタリバンリーダーを中
立化する（殺す）ことです、と書かれている。標的はど
ういう人か、見かけはどうか、どういう攻撃をするかが
書かれています。これを見ながら今日はこの人か、とい
うことを確認する。ターゲットが誰とつながっているの
かの関係図も書かれています。地図を見ると、最近はど
こにいたか、おそらくここにいるであろうというような
ことが書いてある。こういう標的カードをもらいながら
仕事をする。映像だけでなく、携帯電話の情報もすごく
重要です。ですので SIM カードと結び付けられた情報
で、この SIM カードの情報はここで確認されているみ
たいな情報をもらったりしてやっています。1 人のター
ゲットを殺すまで何年もかける。1、2 年偵察を続けて
標的を定め、行動パターンを調べて、最終的に殺すと
いうのが通例です。Find、fix、finish という「3 つの F」
と言われていますけれども、まず標的を探す、標的を確
定させる、そして標的をフィニッシュする。そういう業
界用語を使いながらやる。こういうオペレーションを毎
日、合理化された戦争として兵士は戦っているわけです。

殺すことができた標的は JP（ジャックポット）と言わ
れています。EKIA は誤爆で亡くなった人たちのことで、
カウントされています。HAYMAKER Operation ではド
ローン攻撃が 27 回あって、19 人の標的を殺害するのに、
155 人標的ではなかった人たちを殺しています。合理
化され、標的殺害と謳われているけれども、間違って殺
している数もかなり多いわけです。2021 年 8 月にアフ
ガニスタンで 10 人無実の人たちが殺されてしまって、
その内の 7 人が子どもだったという事件があった。こ
れはレアなケースでアメリカ軍が誤爆だったということ
を公に認めて、しかもテロリストだと思っていたら、カ
リフォルニアに本部がある人道 NGO のローカルスタッ
フだった。現地の教育とか、人道支援をしているスタッ
フが巻き添えにあった。軍のレポートには怪しいものを
車に入れたとか書かれていたが、それは上司のパソコン
だった。一事が万時そんな事だったんですよ。部下だと
言われていたのは帰ってきて、喜んで集まってきた子ど
もたちだった。ドローンだと上からの映像なので、身長
とか分かりづらいんですね。パキスタンだと結婚式がド
ローン攻撃の対象になってしまうことが非常に多いそう
です。大勢の人がぞろぞろ歩いているのが軍事演習に見
えるということです。それから、ジャーナリストがカメ
ラを出した瞬間に撃たれてしまったということも結構
あって、それは武器を出したと思われたから。ドローン
オペレーターも人間ですから、今までの知識とか知見を
活用して攻撃対象を定めるわけですけれども、分かりに
くいことがたくさんあって、そういうことを推定有罪で
やっていくというのが現状です。

をして、有人機が攻撃をするみたいなこともあり得るか
もしれない。とにかく、殺人ロボット的な兵器と人間が
共に戦うシステムを作っていこうというビジョンが軍の
中で描かれている国が一つではないのです。

図 1　自律性と攻撃性からみたドローン・ロボット兵器の位置
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　先ほど、戦争の合理化という話をしたのですが、こう
いうオペレーションに毎日毎日関わっているドローン操
縦士の気持ちを考えていただきたい。その人たちにとっ
てこの戦争はどのように合理化されたものなのでしょう
か。自分の命が奪われなければそれで良いということに
なるのか、あるいは、ものすごく不合理なものを強いら
れているのか。それから、殺された人側からはこの戦争
はどのように合理化されているのでしょうか。ナビラ・
レフマンさんというアフガニスタンの女性がいて、一度
日本にも来たことがあり、彼女の村がドローン攻撃にあ
い、おばあさんや友人をドローン攻撃で殺されたという
証言をしています。マララさんはノーベル平和賞を取り
ますけれども、ナビラさんは全然取り上げられません。
彼女のように証言をしている人も少なからずいます。彼
女は合理化やスマート化というのはあくまで攻撃する方
の理屈、視点だと一生懸命訴えています。攻撃されてい
る私たちにとって現状は変わらないし、むしろひどいと。
100 万歩譲って、人間に殺されたならその時の憎しみ
とか相手に向けた視線とか、相手が殺したときの背負っ
ているものがあるのではないかと感じるけれども、機械
に殺された私たちの気持ちになってくれと。こういう話
はなかなか取り上げられない。日本のメディアだとどう
しても「ドローン攻撃で何人が亡くなりました」と言っ
て終わってしまう。しかし、NGO、特に国外の NGO だ
と、こういうドローン攻撃をある種きちんとした事例と
して 1 人 1 人のエピソードとして取り上げているとこ
も多く、そこは見習って日本でもやっていかないといけ
ないと思います。
　彼女の住むアフガニスタンだと 2015 年から 2020 年
にかけての統計を見てみると、毎年相当な数のドロー
ン攻撃が行われてきたわけです。2015 年は少なく見積
もっても 235 回、翌年から増えていき 2016 年は少な
くとも 1071、2017 年は少なくとも 2609、こういっ
た数のドローン攻撃が行われていた。2019 年は 7167
回ドローン攻撃されているという統計がある。月別だ
と 9 月に 1100 回以上ドローン攻撃がある。1 日あたり
40 回ものドローン攻撃になる。そういう現状を 20 年
間強いたまま、私たちは国際社会の一員として何を見て
きたのかと考えなければならないと思います。アメリカ
がこれで良いのかという話は当然ですけど、国際社会も
容認してきたわけです。100 歩譲ってこれが全て標的
なら良いという考え方もあるかもしれませんが、少なく
とも 910 人、多く見積もれば 2200 人の市民、テロリ
ストの疑いさえない人たちが犠牲になっていたと言われ
ています。子どもたちも少なくとも 283 人、多く見る
と 454 人犠牲になっている。ヒューマンライツウォッ
チなどが定期的にレポートを出していますけれども、小
型のバスがドローンの攻撃を受け、14 人のうち運転手
と乗客 1 人だけが生き残った、亡くなった人の中には
妊婦もいたなど。パキスタンでドローン攻撃で殺された
人の内、主犯格のテロリストの割合は 1.6% だったと言

われています。
　ここでもう一つ考えたいのは、では市民が巻き添えに
ならなければ良いのかという話もある。ドローン攻撃で
は捕虜になる人がほぼいないんです。標的が殺害される
か、標的でなかった人が殺害されるか、失敗するかしか
ない。実際に上陸してオペレーションを行う場合は必ず
標的殺害ができる時もあるしできない時もある。しかし、
捕虜は一定数いるんですね。私は捕虜の専門家ではあり
ませんが、つまり殺さずに話を聞こうとか、そういう妥
協や和解の余地があるわけです。こういう話をしている
と戦争ありきの視点になってしまうんですけれども、戦
争とか人を殺すというのは最終手段であるということを
私たちはもう一回思い起こさなければいけない。人を殺
す前に事情を聞くとか、話を聞くとか、改心を求めると
か。そういうプロセスは戦いというものの中に全くなく
て良かったのかなというのは、対テロ戦争、標的殺害と
いうレトリックの中で、私たちはいつの間にかそういう
ことを考えることを忘れさせられているけれども、もう
一回考えなければいけないと思います。
　ドローン兵士でもすごく苦しんでいるという証言がち
らほら出てきている。朝、家族とごはんを食べて、行っ
てきますと言ってビルの中に入って、ひたすら無味乾燥
の映像を見て、殺して、何もなかったかのように家に帰っ
て子どもたちと遊ぶ。その日常生活における公私の乖離
に耐えられない、ものすごくつらいと。調査によっては
PTSD の比率はドローンの兵士でもそうでない兵士でも
変わらないという結果も出ている。どういうことかとい
うと、確かに、直接死体を見るとか、血の臭いを嗅ぐとか、
そういうストレスはないのかもしれないけれども、違っ
た形で自分の生きる世界をうまく理解できない、処理で
きない、自分のやっていることを自分で正当化もできな
いし理解もできないという苦しみがあるのではないかと
いうことも考えなければならないと思います。
　アメリカとかイギリスとかイスラエルとかはどうして
も悪者的な国という見方をされてしまいますが、そう
いった国の中にもシステムの犠牲になっている人たちが
いて、そういう人たちの声に耳を傾けることが求められ
ています。また、ドローン基地というのがアフリカや中
東にありますが、こういった拠点が各地にたくさんあっ
て、例えばアフリカとかだとジブチとかソマリアとかに
あります。例えば、ジブチにあるドローン基地はもとも
とキャンプ・レモニエというところにあったそうです
が、墜落が多すぎて問題になり、シャベレというところ
に移ったというニュースを見てですね、そういうような
被害もあるのかと。基地は割と離れたところにあるよう
なので、人の被害が出ているのかはわかりませんが、一
方で基地として使われている国という視点もあるという
ことを最近は考えています。
　いずれにせよ、この実態がなかなか見えないというの
は問題で、国連人権委員会が問題視し、特別報告者を立
てて報告書を書かせたりしています。2014 年に出たベ
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ドローン・ロボット兵器が投げかける問題
　これまでの話を整理しながらドローン・ロボット兵器
が投げかける問題を少し考えたいと思います。まず、第
1 原則として一般市民への攻撃は国際人道法に違反する
ということがあるときに、ドローン攻撃というのがどこ
まで正当化されうるのか。あるいは、ロボット兵器とい
うものに変わっていくにあたって、どこまで国際人道法
の順守が期待できるのかは 1 つの課題です。戦争をし
てはいけないのはもちろんだけど、どうしてもしてし
まった場合に、一般市民は攻撃してはいけないというの
が国際人道法にあるわけですけれども、誤爆の現実があ
る中で、ドローンや殺人ロボット兵器が投入される戦争
でどれだけそれが守られていると主張できるかは考えな
ければいけないと思います。それから、ゲーム感覚で戦
争ができてしまうということはものすごく深い問題だと
思っていて、自分との距離があり、もちろんドローン兵
士はドローン兵士なりに苦悩があるし、PTSD になるよ
うな人たちもいるわけです。一方で、意思決定をしてい
る側にすれば、自国の兵士が 1 人も死ぬリスクがほぼ
ゼロで、戦いができてしまうというようなオプションが
あった場合、戦争のハードルが低くなるというのはおそ
らく間違いなくて、反対世論が盛り上がらないというこ
とも含めて、こういう感覚で戦争ができてしまうという
ことが、戦争に走りやすくなる社会を作る一つの理由に
なってしまうのではないかと思います。実際に、ドロー
ン攻撃に関わった人たちに話を聞くと、画面越しに見る
一般市民の存在を軽視したと証言した人もいるわけで
す。目の前にいるのとは違うと。ボタンで殺せてしまう
のであれば「やってしまえ」と思えてしまう。
　それから、エラーが起きたらどうするのか。先ほどの
アフガニスタンで 10 人が殺されて 7 人が子どもだった
というケースでは、珍しく米軍が責任を認め、補償が必
要であれば補償をすると言っているわけです。より一般
論としてエラーが起きてものすごい事故が起きたとき
に、これは設計不良だったからプログラマーのせいにす
るのか、エンジニアのせいにするのか、使ったオペレー
ターの責任なのか、司令官の責任なのか。そこに今、答
えはないんですけれども、責任があいまいになり得ると

いうことは、無責任な行動を呼びやすいと思います。責
任の所在をはっきりさせ、その責任を負えるのか負えな
いのかということを問うことができる仕組みはすごく大
事になっていきます。少し話がそれますが、そもそも、
こういった兵器のおおもとになっている人工知能の開発
において、人種差別的なバイアスがかかっているという
話もあって、そういったシステム全体の問題の責任を誰
が取れるのかという話にもつながっていきます。
　それから、報復とか戦争のあり方についてロボット兵
器の話は根本的に何かを問いかけているのではないかと
思います。合理化で標的をどんどん殺害していけばテロ
はなくなるというのが対テロ戦争の始まった時の理念
だったわけです。しかし、現状を見ると、テロはなくなっ
ておらず、むしろ拡大しています。報復テロのようなも
のも増えているし、米国だったり、対テロ戦争を戦って
いる国への憎しみも全く消えない。どちらかといえば憎
しみの連鎖を助長しているだけではないかというような
現状があるわけです。CIA の元高官の中にも、テロを止
めたいと思ったら、最終的には地上の現実を変えないと
いけないと証言した人がいるんですけれども、戦争を合
理化して、相手を徹底して殺せば問題は解決するという
のは、実はものすごい思考停止ではないかということを
考えなければなりません。考えれば考えるほど拡散しや
すい技術です。核兵器とは比べ物にならないくらい開発
のハードルが低い。核は物質を含め入手が困難とか色々
なハードルがありますが、ドローンとか殺人ロボットに
つながるような技術はそれがないので、実際にものすご
い勢いで技術が拡散しているわけです。少し前までは米
国、イスラエス、中国、英国といった国々しかドローン
を持っていなかったんです。それが今は、イラン、トル
コ、パキスタン、イラク、サウジアラビアなどが持って
いる。もうすぐ持つと言われている国々の数も増えてい
る。輸出する国も増えてるし、自国開発する国も増えて
いるということが、今の技術拡散の現状です。というわ
けで、「戦争の在り方」「人間としての一線はどこか」が
問われているのではないかと思います。

ン・エマーソン報告書は被害の概要を調べたうえで、被
害の実態が説明されないままに「自国を守るため」とい
う理由で、あまりにも安易に、説明責任のない状態でド
ローンが使われているという実態を指摘している。上述
の数字、それはイギリスの NGO が出している数字です
けれども、それも今後きちんと調査がされていったら増
えるかもしれない。現地のリアル、現地というのは攻撃

される側もそうだし、攻撃する側もそうだし、そういっ
たことを具体的に数字を超えた部分で見ていくと、とて
も「合理化」ということでは片づけられない現実が見え
てきます。それを踏まえて、私たちはどうこの技術、兵
器と付き合っていくのか、あるいは付き合わないことを
選ぶのかというのを考えなければならない。

反対している人はいないの？私たちには何ができる？
　国連事務総長も殺人ロボットについては、政治的に許 されないだけでなく、道義的にとうてい受け入れがたく、
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ロボットと共存するならどんな未来を選び取りたいですか？
　最終的には、ロボットと共存していく社会を私たちは
拒否できない時代に入っていて、共存するのであればど
んな未来を選び取りたいのかということを「私はロボッ
ト研究者ではないから」ではなく、1 人 1 人が考えてい
かなければならないと考えます。ドローンやロボットは
いくらでも私たちの生活を豊かにする方法に使いうると
思います。そういったなかで、どうやって技術の開発を
していくのかを考えていかなければならないと思いま
す。心配しているのは、日本でも軍事研究が進んできて
しまっていて、もともとは武器輸出三原則ということで、
武器に関することはあまりできなかったのですが、それ
も 2014 年に防衛装備移転三原則に変わっていて、日本
とイスラエルで共同で無人偵察機を研究しているのでは
ないかという報道も出ています（図 2）。防衛省に安全
保障技術推進制度というのがありまして、米国でいうと
ころの軍産学共同体みたいなものが日本でもできつつあ
るのではないかと思います。これは 2015 年に 3 億で
始まったものですが、どんどん予算が拡大され、現在の
公募要件では一件当たり最大 20 億円になっているんで
すね。資金難と言われている中で、多くの大学がこうい
うものに参加してしまうかもしれない。ここで私たちが
考えたいのは大学の予算がどんどん削られている、そう

いう政府の予算配分に何も言っていないのも私たちだっ
たりするわけです。やっぱり社会のあり方というのを、
それを誰にどういうふうに伝えることで止めていくか、
解決していくかというのを考えなければいけないわけで
す。
　安全保障技術研究推進制度というのは、防衛省にして
みれば研究してもらったら、防衛分野の将来における研

図２　日本における防衛政策と科学技術政策一体化の流れ

国際法で禁じられるべきだという立場を取っています。
人権理事会も問題視して調査を進めていますし、国際条
約の枠組みの中でもかなり規制、あるいは禁止に向けた
議論が進んでいます。市民団体の中ではストップ殺人ロ
ボットキャンペーンというのが一番有名で活発です。こ
のキャンペーンは、まだできていないと言われている完
全自律型致死兵器といわれているものに関して禁止条約
を作ることを第一義的な目的としています。その流れ
でいうと、今、特定通常兵器使用禁止制限条約（CCW）
という個別の禁止条約で禁じられていない、いわゆる通
常兵器の中で禁止するべき兵器があるかについての会合
の中で、LAWS、自律型殺人ロボットは禁止されなけれ
ばいけないのではないかという話がだいぶ進んでいてで
すね、法的拘束力のある規制に積極的な国が大多数に
なってきてはいます。ただ、米国、英国、インド、ロシ
アあたりが反対していて、実質的な禁止条約採択には程
遠いと言われています。一方で、かなり積極的な国も出
てきていて、ニュージーランドは独自の国際法が必要で
あると主張しています。いずれにせよ、何かしらの「人
間の介在」は必要というコンセンサスはできていますが、
それだけでは弱すぎるのではないかというのが今の議論
の根幹です。
　それとは別に、研究者から、こういうのはやはりあっ
てはいけないという主張も出てきています。4,502 名の
人工知能やロボット工学研究者、その他 26,215 名が公
開書簡というものに署名していて、自律型致死兵器とい

うのは許されない、禁止してくれと言っています。こう
いう流れは歓迎する一方で、私個人としては致死兵器に
限らず、それにつながっていく流れの中でも規制できる
ものがあれば規制した方が良いという考えです。その観
点からは、例えば、グーグルの社員だったり、民間企業
の中で自分たちの技術がどうやったら軍事転用されない
かということを考えている人たちがいるというのは勇気
づけられる動きです。例えば、AI の画像認識の技術を
ペンタゴンのドローン映像の解析に活用するプロジェク
ト・メイヴンというのがあって、それにグーグルが協力
しているのではないかが問題になり、協力しているとい
うことを知った社員がものすごく反発して、署名を集
めてプロジェクトに反対する動きが 2018 年にありまし
た。この社員が声をあげたことがきっかけとなって、グー
グルではプロジェクトの契約更新を破棄しているんで
す。さらに、グーグルでは、殺人に寄与するような技術
には使わないというようなきちんとした倫理ガイドライ
ンを作成公開して、民間企業として軍事技術にどうやっ
たら参画しないで民生利用だけでやっていけるかという
ことを考えているわけです。Amazon とかほかの色々な
企業の中でもこういう動きはあって、企業の中において
自分たちの技術の使われ方に問題意識を持って必要であ
れば反対の声を上げている人たちがいるというのは、一
つ是非知っておきたい流れです。ですから声を上げるこ
とは大事で、具体的な仕組み作りも動き出しているとい
うことです。
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究開発で活用させていただくというものです。しかし、
予算をもらう側からしたら、自分のやりたいことを将来
的に誰がどう転用するか分からないけれども、今、自分
は基礎研究をやっているので、自分としては民生利用が
できると思っているからとか、そういった理由で助成を
受けることは大いにありうるわけです。その辺りは難し
いところです。
　この 2 年間、コロナが大変でした。医療従事者でし
たらもっと大変だったんだろうなと思います。そんなな
かでも、防衛予算がどんどん増えていって医療費は増え
ないというような日本社会の現実があります。少しデー
タは古いですが、新しく増えた分の防衛費（2020 年の
日本の防衛費は 5.3 兆円。そのうちの 1.1 兆円）だけで
も医療に回してくれたらこれだけの人たちが助かったの
にと考えることも少なくないわけです（ベッド 15,000
床。人工呼吸器 20,000 台。看護師 70,000 人。医師
10,000）。「そんな簡単なトレードオフではないよ」、「あ
なたはナイーブよ」と言う人もいるかもしれないですけ
れども、予算配分はそういうことですよね。国民の生活
に何が必要かというのを私たちを代弁するはずである政
治家が考えて配分しているはずなのに、国民がこんなに
苦しんでいることが取り残されたままで、少なくとも私
は直接守られている実感がない戦闘機やそういうものに
使われているというのをどうやったら変えていけるだろ
うかというのをこの 1 年特に考えるようになりました。
　一方で、日本の政治を見ていると、例えば今日は核兵
器禁止条約発効から 1 周年ですが、世論調査をすれば
必ず 7 割が賛成と言うわけですよ。だけれども、政府

はやらないわけですよね。世論がすぐに政治に反映され
るのが良いとは思わないですけれども、大多数の人たち
が選択制夫婦別姓が良いと言っているのに、法制度は変
わらないわけです。こういうことを考えていくと、今の
日本の政治のありかた、民主主義は大丈夫かという話に
もつながってくるわけです。
　深く広く軍備や平和を考えるには、最先端の技術がど
ういうふうに軍事利用されているのかを見ていくと、こ
れで良いのかと考える一つのきっかけになるのではない
かと思います。国際人道法を守らせる仕組みを徹底する
とか、何をもって「人間の介在」というのかを考えない
といけないし、どうやって軍事用と民生用の技術の線引
きをするのかといったことは殺人ロボットや AI 兵器の
具体的な課題です。
　より大きなところで言えば、最近、科学技術の分野で
は technologies of humility っていう話で、技術に対し
ていかに謙虚であれるかっていうことだと思うんですけ
れども、やっぱり技術がどうなっていくかわからない、
技術の負の側面が自分たちにも見えないっていう時に、
自信を過剰に持つのではなくて、予防原則で動くとか、
推定無罪で動くとか、そういうような、根本的に科学技
術と向き合う時に、求められる姿勢の中に謙虚さみたい
な、ものすごく曖昧な表現ではありますけれども、そう
いうものを打ち立て直すっていうのは、すごく大事なん
じゃないかなと思っています。皆さんのご意見も聞きな
がらやってきましたが、これで終わりたいと思います。
どうもありがとうございました。

質疑応答
Q　特定通常兵器使用禁止制限条約 CCW の国連の検討
会議ですが、CCW ではアメリカとかロシアは規制に反対し
ている。では日本はどうか。日本は民間研究を妨げるとい
うことで規制に消極的であるという話を聞いていますが、
その辺についてお聞きしたい。
A. CCW の件ですが、日本は、賛成するでもなく、反対す
るでもなく、日本はロボット先進国なので民間技術の推進
の妨げになるような規制は望まないスタンスです。禁止条
約には積極的に賛成しない立場をとり続けています。核兵
器の話でもそうですが、日本は国際社会の中でどういうリー
ダーシップをとっていきたいのかというのが見えません。こ
の十数年、核軍縮の関係で国連とかで色んな代表部と面
会させてもらうと、例えばメキシコとかオーストリアとかは
確固たるリーダーシップを人道・軍縮面で取ると決め込ん
でるわけです。オーストリアの軍縮大使に会った時、オース
トリアは核に限らず、やっぱり兵器が非人道的であるとわ
かった時は、その議論の最先端に常にいたいとハッキリ言
います。ロボット先進国であるからこそ線引きのガイドライ
ンを作るリーダーシップをとるとか、何かできないのかと
思います。
Q　日本の反対運動がなかなか盛り上がらない一つの大き

な原因は、たとえば核禁止条約を進めようとする人々がい
る。それから気候変動に反対する若者、原発の問題に取
り組む市民運動もたくさんある。ただ、その横の連携がな
かなかできない。新たな自律型殺傷兵器に対して、核兵器、
原発とも違うし、みんな違うんだけども科学技術の問題と
して、或いはこれからの世界のあり方を考える上で非常に
重要な問題である。だからもっと領域を超えて、団体同士
が話し合って、共通の課題にして行く努力が求められてい
ると思う。
A:　横の繋がりでいうと、一つだけコロナが良かったこと
だと思うのは、特に核兵器関係やっている若者を見てると、
この 2 年で一気に横の繋がりが広がったことです。これま
での集会はオフラインで、東京でやって配信はなく、会場
参加のみ。それが、2020 年の NPT が延期になった頃か
らオンラインで会合をやる、インスタライブで NGO の若
い子が発信するとかがすごく増えた。長崎も広島も東京も
その他も繋がるみたいな全国的キャンペーンが増えたんで
す。YouTube 配信で気軽に見て、全国どこからでも参加す
る。会場だったら 30 人しか集まらないイベントが 100 人
とか 200 人とか見られるようになった。コロナは、横の繋
がりを作る一つのきっかけをくれたんじゃないか、それを
うまく活かしながら今後も広めていけたらと思います。
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トピックス

バイデン政権、「核態勢見直し」の概要を発表
ー核兵器「先行不使用」政策の盛り込みは見送り

北朝鮮が４年 4 か月ぶりに ICBM を発射
ー安保理制裁決議は否決

　2022 年 3 月 28 日、米国防総省は、バイデン政権の
核兵器に関する基本政策を示した「核態勢見直し」（NPR）
を「ミサイル防衛見直し」とともに議会に提出した。両
文書とも現時点では非公開である。代わりに国防総省は、
3 月 29 日、両文書の概要を公表した。
　NPR の概要は英文でわずか 3 段落（11 行）の非常に
短いものであった。その第１・第 2 段落では、効果的
な核抑止力と強力な拡大抑止を維持することは米国に
とって最優先事項であると述べる。その一方で、米国は
核兵器の役割を減らし、軍備管理におけるリーダーシッ
プを再確立するとともに、戦略的安定性を重視し、軍拡
競争を回避するよう努め、リスク軽減と軍備管理の条約
締結を促進すると述べている。最後の段落では、米国の
核兵器の基本的な役割は核攻撃を抑止することにあり、

「米国は、米国またはその同盟国やパートナー国の死活
的利益を守るための極端な状況においてのみ、核兵器の
使用を検討する」と記している。この最後の部分が、状

況によっては米国が核兵器を先に使用することも想定し
ていると解釈できる。また、概要が核兵器の「先行不使用」

（NFU）・「唯一の目的」政策（大量破壊兵器に対する抑
止を核保有の唯一の目的とする政策）の採用について言
及しなかったことから、今回の NPR では、NFU・唯一
の目的政策の採用は見送られたと見られている。
　見送りの背景には、そうした政策の採用への日本や
NATO 諸国の反対が強かったこと、米国の NFU 宣言が
ウクライナに侵攻したロシア軍を利する面があること等
がある。バイデン氏は、オバマ政権の副大統領時代から
核軍縮に積極的で、大統領選挙の際に「唯一の目的」政
策を推進すると公約した。そうした指導者の下で出され
た今回の NPR は、核廃絶に向けて一歩駒を進める大き
なチャンスであった。しかし、ロシアのウクライナ侵略
など安全保障情勢が悪化したことにより、このチャンス
をものにできなかったのは残念でならない。

　2022 年 3 月 24 日、 北 朝 鮮 は 2017 年 11 月 29 日以
来 4 年 4 か月ぶりに ICBM を発射した。朝鮮中央通信に
よると、北朝鮮は ICBM「火星 17」を発射し、最大高度
6248.5 キロまで上昇し、距離 1090 キロを 1 時間 7 分
32 秒かけて飛行して、日本海の公海上の予定水域に正確
に着弾した。ただし、韓国国防省は今回発射した ICBM
は火星 17 ではなく火星 15 であったと分析している。金正
恩朝鮮労働党総書記は、火星17発射実験成功を祝う席で、
火星 17 の開発を「国の核戦争抑止力の強化という必要不
可欠で神聖な事業」と述べ、米国に届く核兵器の運搬手
段の強化が自国の安全保障に不可欠であることを強調し
た。
　ICBM 発射を受けて、韓国の文在寅大統領は、3 月 24
日に国家安全保障緊急会議を開催し、北朝鮮の今回の
発射は、金正恩が国際社会に約束した核実験と ICBM 発
射のモラトリアム（一時停止）を自ら破棄したものであり、
国連安保理決議に明確に違反したものであると強く糾弾し

た。同日、韓国軍は報復能力を示すため、日本海上で 5
発のミサイルを発射した。また、岸田文雄首相は同日、訪
問先のベルギーで「許せない暴挙で断固として非難する」
と述べ、米韓などと連携して対応する考えを示した。
　3 月 25 日、国連安保理は、公開の緊急会合を開き、北
朝鮮の ICBM 発射について討議した。その後、米国が主
導して北朝鮮制裁を強化する安保理決議案を策定し、同
案は 5 月 26 日に採決に付されたが、中国とロシアが拒否
権を行使して否決された。中国の張軍国連大使は、追加
制裁は弊害を生み出し、対立の激化を招くだけであると拒
否権行使の理由を説明した。また、制裁強化は、新型コ
ロナウイルスが流行している北朝鮮の市民に苦痛をもたら
すと指摘した。ロシアのネベンジャ国連大使は、新たな制
裁の導入は袋小路に続く道だと拒否権行使の理由を説明
した。北朝鮮制裁決議案に拒否権が使われ、廃案となっ
たのは今回が初めてである。
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フィンランド、スウェーデン両政府、NATO への加盟申請へ
　2022 年 05 月15 日、フィンランド、スウェーデンは北
大西洋条約機構（以下、NATO）への加盟を申請すると発
表した。フィンランドは、ロシアと全長 1300 キロにわたっ
て国境を接している。これまではロシアとの対立を避ける
ため、NATO 非加盟の方針を貫いていた。スウェーデンは
第 2 次世界大戦中は中立を保ってきたほか、過去 200 年
以上にわたり軍事同盟への加盟を避けてきた経緯がある。
ロシアのウクライナ侵攻を受け、両国は歴史的な転換を選
択したことになる。
　ロシアのプーチン大統領は両国の NATO 加盟について、
直接的な脅威はないとしながらも、両国への軍事インフラ
の拡大には確実に対応するとした。
　米国のアントニー・ブリンケン国務長官は 15 日の記者
会見で、両国が加盟申請をした場合に強力な支援を行う

とした。英国のエリザベス・トラス外務・英連邦・開発相
も16 日付の声明で両国の加盟申請への強力な支援を表明
し、加盟手続き中もあらゆる支援を行う準備があるとする
など、ほとんどの NATO 加盟国が賛意を示した。
　これに対し、トルコのエルドアン大統領は 16 日、トル
コ政府と対立する国内のクルド分離主義組織「クルディス
タン労働者党（PKK）」を両国が支援しているとして、唯一、
加盟申請の承認に難色を示した。
　NATO 加盟にはすべての NATO 加盟国の賛成が必要で
あり、今後、トルコとの交渉が不可欠となる。またプーチ
ン大統領は、NATO 東方拡大の中でウクライナが NATO
加盟を示唆したことを侵攻の理由の一つに挙げており、
NATO の強化は問題をより深刻化させることになる点も懸
念される。

岸田政権として初の面談での日米首脳会談を開催
　岸田文雄首相は 5 月 23 日、東京でジョー・バイデン米
大統領と日米首脳会談を行い、その後に共同声明を発し
た。声明は、まず自由で開かれたインド太平洋という共通
のビジョンを推進するために行動することにコミットした。
厳しさを増す地域の安全保障環境への対応について、中
国に対し国際社会と共にウクライナにおけるロシアの行動
を明確に非難するよう求めた上、東シナ海や南シナ海にお
ける力による一方的な現状変更の試みや経済的威圧に強く
反対するとした。また台湾海峡の平和と安定の重要性を
強調するとともに、両岸問題の平和的解決を促した。
　日米同盟に関して、岸田首相は、日本の防衛力を抜本
的に強化し防衛費の相当な増額を確保する決意を表明し
た。また米国の拡大抑止が信頼でき、強靭なものであり
続けることの重要性を確認した。普天間飛行場の固定化を

避けるための唯一の解決策である辺野古への移設を含め、
在日米軍再編を着実に推進することでも一致した。
　安全保障上の課題に適切に対処しつつ、核軍縮・不拡
散に関する現実的・実効的な取組を進め、「核兵器のない
世界」に向け日米で共に取り組んでいくことで一致した。
　両首脳は、ロシアによるウクライナ侵略が国際秩序の根
幹を揺るがす中、法の支配に基づく自由で開かれた国際
秩序を守り抜く必要性を改めて確認した。その上で、イン
ド太平洋地域こそがグローバルな平和、安全及び繁栄に
とって極めて重要であるとの認識を共有した。この関連で、
24 日の日米豪印（QUAD）首脳会合において、「自由で開
かれたインド太平洋」の実現に向け、様々な実践的協力を
推進していくことで一致した。

復帰５０年「基地なき島」を求め、沖縄県知事、建議書発表
　2022 年 5 月15 日、沖縄県が日本復帰５０周年を迎え
るのを前に、玉城デニー沖縄県知事は、5 月10 日、首相
官邸で岸田文雄首相と会談し、県の要求をまとめた「平和
で豊かな沖縄の実現に向けた新たな建議書」を手渡した。
　建議書は、旧建議書と半世紀の歩みの検証、県民から
の意見募集や有識者会議を経て作成された。意見募集に
は 3 週間で 533 人から自然環境や基地問題、平和など
19 分野で意見が寄せられたという。建議書の柱は、自立
型経済の構築および「基地のない平和の島」の実現、ア
ジア太平洋地域における平和構築と独自の歴史や多様性
を持つ沖縄の最大限の活用など4 点である。在日米軍基
地の約７割が沖縄に集中する現状に触れ、「沖縄を平和の
島とする目標は５０年経過した現在もいまだ達成されてい
ない」と指摘。在日米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名

護市辺野古移設断念や日米地位協定の改定を求めている。
またロシアのウクライナ侵攻を機に、自民党などで活発化
する敵基地攻撃能力保有などの議論にも触れ、「悲惨な沖
縄戦を経験した県民の平和を希求する思いとは全く相いれ
ない」と指摘している。
　岸田首相は、政府として引き続き沖縄振興や基地負担
軽減に取り組む考えを示した。しかし同席した松野博一官
房長官は記者会見で「日米同盟の抑止力の維持と普天間
飛行場の危険性の除去を考え合わせた時、辺野古移設が
唯一の解決策だ」と重ねて強調。地位協定についても、
運用改善などを念頭に「事案に応じ効果的かつ機敏に対
応できる最も適切な取り組みを通じ、一つ一つの問題に
対応してきている」と述べ、改定には後ろ向きな姿勢を示
した。
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   アジア・エクスポージャー（1）自己覚醒型調査第37回
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振り返ると、韓国民主化闘争との民衆
連帯運動のなかで、私は韓国の民主人士と
呼ばれた知識人層とプリパ（根っこ派）と
名乗った草の根民衆との「関係」にたえず
関心を持っていたと思う。「関係」という
のは、運動における協力とか対立とかいう
次元ではなくて、それと無関係ではない
が、「共に生きる」人間同士の心の通いあ
いが自然に姿をみせるような「関係」であ
った。このことを陽に論じることは少なか
ったが、この関心は途絶えることなく意識
の底流に存在していた。

私自身は信条としてプリパであると考
えていた。外務省前で逮捕され釈放されて
からちょうど 1 か月後となる 1980 年 10
月 26 日、第１審で死刑判決のあった金
大中ら軍法会議が第 2 審を迎えるなかで、
私たちは 100 日間緊急運動を立ち上げる
集会を代々木公園で開いたが、その集会を
私たちは「プリパ宣言」集会と名づけた。
当時、ある雑誌の座談会で、私は次のよう
に語っていた。

「プリパ宣言を発したときの基本になる
考え方は二つありました。ひとつは韓国の
民衆のように闘おう、つまり彼らの闘いざ
ま、とりわけ金

キ ム ジ ハ

芝河の思想やキリスト者の
思想に裏打ちされたような、受難に赴く、
そういう崇高な闘い方の姿を思い浮かべな
がら韓国の民衆のように闘おうというこ
と、もう一つはプリパという言葉に表され
ているように『根っこ』派として闘ってい
こうという側面ですね。これは…闘いのよ
り長期的な蓄積を地域なり職場なり学園な
りで作り出してゆくんだということだと思
います。」

つまり、韓国民衆のように闘う、社会
を底から変えるような現場での蓄積をめざ
す、という意思をプリパ宣言に託していた。
日韓連帯運動において、民衆連帯という言
葉は知識人とプリパを一つにするような普
遍化の力があった。

そんなとき、私のその後の活動に影響
する一連の出会いがあった。

一つは、1981 年 6 月、日本訪問中の香
港のカソリックのシスター・クリスチーナ・
ツェ（香港名は謝秀嫻）と、東京で面会す

る機会があったことである。ツェさんは香
港で女子労働者の組合結成やその活動支援
に取り組んでいた。直接の経緯は思い出せ
ないが、アジア太平洋資料センターか日本
カソリック正義と平和協議会の仲介で、私
が韓国の女子労働者の支援活動に取り組ん
でいたのでこの機会を得たのだと思う。

彼女は、「見えざる管理―ある米国電子
企業における労務管理」と題する小冊子を
私に示しながら、香港と韓国における彼女
の活動を語った。それは、新しい調査運動
プロジェクトの実施報告のようなものであ
った。労働者自身が、職場における仲間た
ちを対象にした調査を担うという過程をと
おして、調査する側、される側の労働者自
身の自立と自己覚醒を生む方法論に関する
実践報告である。この調査プロジェクトに
は、核となる労働者の訓練が含まれている。
冊子の中で、彼女は「見えざる労働者管理」
の状況をこう述べる。

「工場関係において、労働者の自由など
ほとんど存在していない。…管理の技術が
経営者によって、プロの巧妙さをもって人
事部や他の部門を通して駆使される。した
がって、多くの労働者は、彼らの日常生活
をこんなにも支配している管理メカニズム
について全く気が付いていない。」

そこで自己覚醒の調査プロジェクトが
登場する。

「この調査と訓練プログラムによって、
願わくはより多くの労働者が、彼らの自由
を制約している環境と力を自覚するように
なることを望む。この自己覚醒なしには、
労働者は、パウロ・フレイレが言うところ
の〝沈黙の文化〟に包み込まれてしまう。」

私はツェさんの仕事に関心をもち、全
訳をして『技術と人間』誌の 1981 年 8
月号～ 10 月号に連載して頂いた。

ツェさんの仕事の私へのインパクトは、
同じ頃、別のルートで出会ったもう一つの
冊子なしには考えられなかっただろう。そ
れは、やはり香港で出版された「自己覚醒
型調査：その方法論的手引き」（1981 年、
INODEP） で あ る。INODEP と い う の は、
パリに本拠がある「人民の発展のためのエ
キュメニカル研究所」というキリスト教機
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             『家（うち）へ帰ろう』

             監督：パブロ・ソラルス

             2017 年／スペイン・アルゼンチン／ 93 分

てしまうほど厳格なくせに、茶目っ気たっぷりに口八丁
なところもあって旅の道中融通の利かないヨーロッパの
若い世代をいともたやすく翻弄する。決して己を曲げな
いバイタリティーの塊といったタイプのお年寄りは日本
にもたくさんいて、そういう人を前にすると四角四面の
現代っこはただ唖然とするしかないものだが、その違い
が何に由来するのか、この映画を通して改めて思い至っ
たことがある。何にも守られず自力で生き延びるしかな
かった時代環境をアブラハム老人は身をもって知ってお
り、もはや私たちのほとんどは知らないのだ。
　愛すべき厄介者のアブラハム老人はかつて両親と妹と
暮らしていたポーランドの自宅を目指す。そこには命を
救ってくれた幼馴染がおり、まだ何も知らず幸福だった
少年時代の友情が、彼を待っている。（うろこ）

　邦題のノスタルジックな響きがとても好ましい。ス
ペインとアルゼンチンの合作である本作の原題は『El 
último traje』、英語版で『The last suit』とある通り「最
後のスーツ」という意味らしい。なので邦題は直訳では
ないが、映画の内容にマッチしている。本作では、とあ
る頑固老人が家出を決意し、一着のスーツを抱えてアル
ゼンチンからスペイン、フランス、ドイツを通ってポー
ランドまで困難な旅をする。ホロコーストという重い
テーマを扱ってはいるものの、人々との出会いと別れを
繰り返しながら旅していく展開は心温まるもので、ロー
ドムービー好きにはたまらない。
　88 歳になるアブラハム老人はポーランドの生まれの
ユダヤ人。少年だった頃にナチスによるホロコーストを
経験し、戦後は単身アルゼンチンに渡って父親の稼業
だった仕立て屋として生きてきた。ホロコーストでは両
親と幼い妹までもが命を落としている。アルゼンチンで
の暮らしぶりは豊かではあるものの、そういう場合大抵
避けがたいことに、大勢いる娘たちとは財産分与の問題
でぎくしゃくしている。
　本人もなかなか厄介なお年寄りで、父親としては伝統
を重んじ、ささいな事で腹を立てては娘の一人を絶縁し

◆映画『家（うち）へ帰ろう』

奪われた少年時代への旅――――『家（うち）へ帰ろう』

うめばやし ひろみち
1937年、兵庫県洲本市生まれ。ピースデポ特別顧問。長崎大学核兵器廃絶研究セン
ター（RECNA）初代センター長（2012～15年）。

関である。私は、この冊子を相模原におけ
る労働者・生活者センターの仲間たちと輪
読会をして、日本社会においてどのよう
な適用が可能なのかを考えることにした。
1983 年 2 月には全訳した冊子を作った。

冊子の訳者あとがきに「いまなぜ方法
論か」と題する拙文が載っている。当時の
私の問題意識が書かれている。

「訳者は、香港の活動家から偶然にこの
英文の小冊子を手にした。そして、『自己
覚醒』と『方法論』という言葉に強くひか
れて、すぐに最後まで読み通した。日本の
私たちにそのまま適用できるかどうか定か
でないが、私たちにとって貴重な検討課題
を含んでいることを直感した。…

概して言えば、60 年代、70 年代、ベ
トナム反戦運動や反公害・反開発住民闘争
の中で形成されてきた『自立派』闘争主体
の中では、『方法論』概念そのものがなじ
まない存在としてあったと思う。従来の方
法論のもつ上から方式への批判に加えて、
何よりも『自立派』主体が『自己の加害者
性』や『自己変革』を問う問題を個々人に
まかされた主体形成の問題としてとらえる
傾向があったことがその主たる理由であっ
たと考えられる。

訳者自身も、そのような思想に共鳴し
運動の中に飛びこんだ一人であった。」

しかし、考え直してみる必要を感じた
として、私は 2 つの理由を掲げている。
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日 誌
2022.3.16~5.15

作成:前川大、山田春音、渡辺洋介、湯浅一郎

●ピースデポ入会の案内

　会員、賛助会員、年間購読者には、『脱軍備・平和レポー

ト』（年 6 回）と『ピースデポ会報』（年 2 回）に加え、資

料年鑑の書籍『ピース・アルマナック』をお届けします。

　詳細や入会の申し込みはピースデポ HP をご覧ください。

（http://www.peacedepot.org/joinus/member/）

【核兵器・軍縮】
●3月18日　露国防省、極超音速ミサ
イル「キンジャル」を初実戦使用。
●3月18日　オーストリア外務省軍縮
局 長、TPNW第1回 締 約 国 会 議 が6月
21 ～ 23日ウィーンで開催と発表。
●3月22日　露大統領報道官、「存亡の
危機」に直面すれば核兵器使用ありう
ると発言。
●3月24日　G7、緊急首脳会合で 露の
ウクライナ「軍事侵略」を非難、ABC兵
器を使用しないよう警告。
●3月26日　岸田首相、米国大使と平
和記念公園訪問、露の核使用は「絶対に
あってはならない」と述べる。
●3月28日　米政府、前年比4.2%増の
国防予算案を議会に提出。
●3月29日　米国防総省、核態勢見直
し（NPR）概要を公表、核抑止力維持を

「最優先事項」と宣言。（本号参照）
●3月30日、スウェーデンメディア、露
の核兵器搭載爆撃機によるスウェーデ
ン領空侵犯を報道。
●4月5日　 米 英 豪 首 脳、AUKUSの 枠
組みで極超音速兵器、電子戦関連兵器
の共同開発を表明。
●4月7日　WHO 欧州地域事務局長、
ウクライナでの化学兵器使用に備え準
備していると表明。
●4月13日　米NNSA、昨年臨界前核実
験を２度行っていたと明かす。広島、長
崎市長、抗議文提出。
●4月15日　ウクライナ大統領、露軍
による戦術核兵器使用の可能性に「世
界のすべての国」が備えるべきと発言。
●4月20日　露国防省、大陸間弾道ミ
サイル「サルマート」の発射実験実施。
●4月25日　露外相、核戦争の可能性
について「そのリスクは十分にある」と
警告。
●4月25日　SIPRI、2021年 の 世 界 の
軍事費が前年比0,7％増の2,1兆ドルで
過去最高と発表。
●4月27日　プーチン大統領、ウクラ
イナでNATO介入が戦略的脅威になれ
ば核兵器を必要に応じて使うと発言。

●5月4日　露軍、短距離弾道ミサイル
「イスカンデル」の模擬発射演習実施。
●5月4日　岸田首相とローマ教皇、「核
兵器のない世界」実現への協力を表明。
●5月5日　米軍統合参謀本部議長、米
政権の海上発射核巡航ミサイル開発中
止に公に反論。
●5月8日　高知市で「ビキニデー in高
知」集会開催。
●5月13日　EU大統領、広島を訪問、露
の核威嚇を「許し難い」と批判。
●5月15日　オーストリア外相、核兵器
が露のウクライナ侵攻を容易にしたと
指摘、NATO加盟国や日本にTPNW第1
回締約国会議参加を促す。

【日米安保・憲法】
●3月17日　自民党の有志議員による

「憲法改正推進国会議員連盟」が、国会
内で設立総会を開催。会長に衛藤征士
郎・元防衛庁長官。
●3月17日　 陸 海 空 ３ 自 衛 隊 の サ イ
バー関連部隊を再編した540人規模の

「自衛隊サイバー防衛隊」が発足。
●3月18日　宇宙作戦隊の上部組織で
70人規模の「宇宙作戦群」が航空自衛隊
府中基地に発足。
●3月28日　立憲民主党は、憲法を積極
的に議論する「論憲」に向けた対話集会
をオンラインで初めて開催。
●4月13日　海外での騒乱などの緊
急時に自衛隊による外国人のみの輸送
を可能にする改正自衛隊法が成立。
●4月19日　岸防衛大臣、ウクライ
ナへの支援をめぐり、自衛隊が保有し
ている化学兵器に対応した防護マス
ク、防護服とドローンの提供を表明。
●4月19日　中国とソロモン諸島が安
全保障協定に署名。
●4月22日　米国のキャンベル・イン
ド太平洋調整官がソロモン諸島を訪
問。中国軍がソロモンに常駐した場合
は相応の措置を取ると警告。
●5月4日　岸防衛相は、ワシントンで
オースティン国防長官と会談。日米同
盟の抑止力・対処力強化を早期に具体
化させる方針で一致。
●5月5日　岸田首相は、英国の首相官
邸でジョンソン首相と会談し、自衛隊
と英軍が共同訓練をしやすくする「円
滑化協定」について大枠で合意。
●5月11日　中ロへの対抗を想定し
て策定した経済安保推進法が成立。
●5月14日　自衛隊Ｆ２戦闘機の後継

機を日英共同開発にする方向で日英両
政府が最終調整。

【朝鮮半島】　
●3月20日　北朝鮮が多連装ロケット
4発を発射。　　　
●3月24日　北朝鮮、ICBMの発射実験
を実施。2017年11月以来。金正恩は核
抑止力を中心に「国防力強化」を優先的
に行う考え示す。（本号参照）
●3月25日、国連安保理、公開の緊急会
合開催。
●3月30日　韓国国防省、人工衛星計
画で固体燃料ロケットの発射実験に成
功と発表。
●4月1日　韓国国防相、「北朝鮮のミサ
イル発射の兆候が明確な場合」の先制
攻撃に言及。
●4月1日　ICBM発射などを理由に日
本政府と米国政府がそれぞれ北朝鮮に
追加制裁。
●4月4日　金与正、北朝鮮は韓国を「主
敵」とは見做さず、南北間の戦争にも反
対だが、韓国が「先制攻撃」なら、核戦力
で応じると警告。
●4月11日　米空母「エイブラハム・リ
ンカーン」が朝鮮半島東方の日本海に
展開。2017年11月以来。海上自衛隊と
共同訓練。
●4月15日　金日成主席の誕生110年
を祝う市民パレード。
●4月16日　北朝鮮、新型戦術誘導兵
器の発射実験。
●4月18日　米韓合同軍事演習、始ま
る（28日まで）。机上の指揮所訓練中心。
●4月22日　朝鮮中央通信、金正恩が
文在寅大統領と親書交換と報道。
●4月25日　朝鮮人民革命軍創設90年
を祝う軍事パレード実施。金正恩、軍事
パレードの演説で「国家の根本的利益
侵害」なら核は抑止力に限定されない
と明言。
●5月4日　韓国軍合同参謀本部、北朝
鮮が弾道ミサイル１発を発射した模様
と発表。
●5月6日　米国務省のポーター副報
道官、北朝鮮が5月中にも北東部豊渓里

（プンゲリ）で核実験の準備を完了する
可能性があるとの分析結果を発表。
●5月7日　韓国軍合同参謀本部、北朝

今号の略語
CCW=特定通常兵器使用禁止制限条約
IAEA=国際原子力機関
ICBM=大陸間弾道ミサイル
JCPOA=共同包括的行動計画 
KCNA=朝鮮中央通信 
LAWS=自律型致死兵器システム
NATO=北大西洋条約機構 
NNSA=米国家核安全保障管理局
NPR=核態勢見直し
NPT=核不拡散条約 
SIPRI=ストックホルム国際平和研究所
TPNW=核兵器禁止条約
UAV=無人航空機
WHO = 世界保健機関
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鮮がSLBMとみられる短距離弾道ミサ
イル１発を発射したと発表。
●5月10日　韓国ユン・ソンニョル大統
領が就任演説。北朝鮮が「実質的な非核
化」なら経済支援と述べる。
●5月11日　国連安保理、北朝鮮のミサ
イル発射で緊急会合開催。制裁強化を求
めるUSと制裁の緩和の必要性を訴える
中・ロが対立。
●5月12日　韓国軍合同参謀本部、北朝
鮮が短距離弾道ミサイル3発を発射と
発表。
●5月12日　朝鮮労働党中央委員会政
治局会議、新型コロナ感染者の確認を受
けて、国家防疫システムを最大非常防疫
システムへ移行することを決定。

【中東・イラン】
●3月21日　米国務省、イラン核合意交
渉は妥結間近でなく、米国の核合意復帰
とイランの義務履行再開が同時に実現
するケースと、どちらも実現しないケー
スの双方に備えていると表明。
●3月23日　イランのアブドラヒアン
外相、核合意再建交渉はこれまでで最も
合意に近いとの見方を表明。
●3月27日　米国のマレー・イラン担当
特使、イラン革命防衛隊を「外国テロ組
織」の指定から解除することを求めてい
ることを挙げ、核合意再建が目前に迫っ
ていないと発言。
●3月30日　米国、イラン政府が弾道
ミサイルの材料を入手するのを助けた
イラン在住の男性とその企業ネット
ワークを制裁すると発表。
●4月1日　国連のグルントベルク・イ
エメン担当特使、イエメン戦争の当事者
勢力が4月2日より２か月間の戦闘行為
停止で合意したと発表。
●4月4日 イランのアブドラヒアン外相
は「もしウィーン協議に停滞があるとす
れば、米国側の過剰な要求が原因で、米
国が現実的に行動すれば、交渉の妥結は
可能だ」との立場を表明。
●4月6日　ブリンケン米国務長官、ブ
リュッセルで英独仏３カ国の外相と会
談し、核合意の再建に向けた協議がまと
まらない場合を想定し、代替案の準備も
進めることを確認。
●4月12日　イランのハメネイ最高指
導者は演説で、イラン核合意の再建に

向けた米国とのウィーン協議の結果如
何に関わらず、執務を続けるよう指示。
●4月27日　中国の魏鳳和国務委員兼
国防相、テヘランを訪れ、イランのライ
シ大統領らと会談。核合意・ウクライナ
情勢などについて意見交換。
●5月4日　米国務省のプライス報道
官、イラン核合意の再建に向けた間接協
議に関して「再建できるかどうか非常に
不確かになっているので、どちらのシナ
リオにも等しく備えている」と表明。

【原発】
●3月27日　ロシア軍、ウクライナのハ
ルキウで「国立物理技術研究所」にある
KIPT中性子源施設へ3回目の砲撃。
●4月19日　米エネルギー省、競争力を
失った原発を支援する7800億円規模の
補助金制度の運用開始。
●4月29日　IAEA、東電福島第一原発
ALPS処理水の安全性に関する報告書公
表。
●5月2日　原発事故時に作業員の初期
治療や健康管理に当たるため発電所に
派遣される医師は全国で3人にとどま
ること分かる。
●5月5日　東電、福島第1原発の処理水
を海洋放出する放水口の海底掘削開始。
●5月7日　南日本新聞社世論調査、川
内原発運転延長について反対50.4％。賛
成47.5％上回る。
●5月10日 新規制基準にもとづく安全
審査をクリアできず核燃料の国内製造
が3年半止まっていること判明。
●5月13日　経産省、2050年脱炭素社
会にむけた「クリーンエネルギー戦略」
で原子力の「最大限の活用」を明記。
●5月13日、山口壮原子力防災相、閣議
後の会見で原発への武力攻撃に対する
防衛について「ミサイルが飛んできてそ
れを防げる原発は世界に1基もない」と
明言。
●5月13日、福島県民らの「これ以上海
を汚すな！市民会議」、福島第一汚染水
海洋放出に向けた設備工事をしないよ
う東電に要請。

【沖縄】
●3月28日　沖縄防衛局、大浦湾側のＫ
８護岸でサンゴの移植完了として延伸
工事に着手。一部サンゴは移植しないま

ま強行。
●3月29日　普天間所属オスプレイ2機
新石垣空港に緊急着陸。
●4月8日　国交省、辺野古移設の設計
変更に対する沖縄県の不承認を取り消
し、4月20日までに設計変更を承認す
るよう勧告。
●4月14日　広島弁護士会、日米地位協
定を改定し、在日米軍へ検疫法を適用す
ることを求める会長声明を発出。　　
●4月19日　在日米軍司令部、基地のコ
ロナ新規感染者数発表停止への日本政
府の要請を受け公表再開へ方針転換。
●4月20日　沖縄県、辺野古移設で国か
らの設計変更承認の勧告に対し斉藤国
交相に期限内判断はできないと回答。
●4月25日　辺野古新基地建設の護岸
工事に着手して5年となった同日、ヘリ
基地反対協議会、辺野古・大浦湾海上で
工事の即時中止訴え海上デモ。
●4月28日　沖縄県が期限内の承認を
拒否したことに対し国交相は、5月16
日までに承認するよう是正指示出す。
●5月4日、共同通信社の沖縄の日本復
帰50年を前にした全国世論調査、沖縄
県の基地負担が他の都道府県と比べ「不
平等」と回答した人は「どちらかといえ
ば」を含め計79％。
●5月10日、玉城知事、復帰から50年を
前に首相官邸で岸田首相に平和で豊か
な沖縄を求める「建議書」を手渡す。（本
号参照）
●5月13日　沖縄県議会、米軍基地の整
理縮小や普天間飛行場の早期閉鎖・返還
を求める決議と意見書を全会一致で可
決。
●5月14日 沖縄が日本復帰して50年を
前に普天間基地や嘉手納基地周辺で「平
和行進」。
●5月15日　政府と沖縄県共催で沖縄
の日本復帰50周年記念式典を沖縄と東
京で同時開催。

【その他】
●5月11日　 英 首 相、ス ウ ェ ー デ ン・
フィンランドに有事の際の軍事支援を
約束。
●5月15日　フィンランド大統領及び
首相、共同声明でNATO加盟申請を表
明。（本号参照）

　●特別記事「梅林コレクション
の立命館大学への寄贈」の「文書
のカテゴリー別統計」（本号 5 ペー
ジ）という表に見入っています。文
書数 1,363 点、紙媒体総ページ数
54,785 という膨大なものです。梅
林特別顧問が半生をかけて精力的
に 30 数年にわたり収集した公文書
の量に圧倒されます。私は、そのほ
んの一部分ではありますが、それを

編集後記

地元の運動に活用する機会を得てい
たことを思い起こしています。秋月
弾薬廠の呉湾での弾薬の海上保管問
題、岩国基地マスタープランにあっ
た滑走路沖合移設の米側からの要
請、『港湾案内』の呉港に関する記
述などでは、これらの文書を活かし
て地元の運動に大きな影響を与える
ことができました。ともあれ次世代
基金の事業の一つとして、これらが

立命館大学ミュージアムに寄贈され
きちんと引き継がれていく作業が完
了したことは大変良かったと思いま
す。（湯浅）
　
●ドウブルーさんの 3 月末での退
職により本誌編集長が不在となりま
した。しばらく私が代行することと
なりましたので、よろしくお願いし
ます。（湯浅）
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● 寄付のお願い
　私たちの調査・研究活動は、平和・軍縮問題に関心
を持つ、一人一人の市民によって支えられています。
皆さまのご支援をお願いします。寄付には「よこはま
夢ファンド」もご活用ください。

【郵便振替口座】
　口座番号　00250-1-41182
　口座名称　特定非営利活動法人ピースデポ

【銀行口座】
　横浜銀行 日吉支店
　普通　1561710　トクヒ ) ピースデポ

次の方々が本号の発行に
参加・協力しました

朝倉真知子、梅林宏道、北村明美、
清水春乃、高橋あゆみ、原三枝子、前川大、 
山田春音、湯浅一郎、渡辺洋介   ※50音順

定価：300 円

B5判、258ページ
編著：ピースアルマナック刊行委員会
監修：梅林宏道
出版社：緑風出版

★図説：頻発する米・同盟国軍の中国近海
軍事演習／オーカス設立声明／日米首
脳声明が「台湾」言及／日英2＋2声明
／米国防衛省の2021中国分析／中国
の核サイロ？衛星写真分析

★巻頭エッセイ：
　謝花直美：沖縄「復帰」50年とは
★注目新資料
核禁条約の証明・批准を求めた703 ／地方

議会意見書採択全リスト／英核弾頭数
引き上げ報告書／核廃絶を求める若者
の提言書

定価 2500円 （税別）

『ピース・アルマナック2022』 北朝鮮の核兵器
―世界を映す鏡―

梅林宏道著
高文研: A5版、9月刊行

《序章》視座を正す／《第１章》初期の
核開発／《第２章》束の間の春へ／《第
３章》米ネオコン政治と６か国協議／

《第４章》並進路線と戦争抑止力／《第
５章》希望と期待／《第６章》核・ミサイ
ル技術の現状／巻末資料／関連年表

定価2750円（税込み）
ピースデポ扱い：著者割2000円+送料

　北朝鮮の核兵器とミサイル開発につ
いて整理・分析、国際政治の歴史と現状
を明らかにしつつ、北朝鮮とは私たち
にとって何かを考察する新機軸の書き
下ろし論考。

●「よこはま夢ファンド」でピースデポにご寄付を！
ご寄付は 7 月の申請に合わせるため、6

〰〰〰〰〰〰〰〰
月末ま

で
〰〰〰〰

にお願い致します。
　横浜市市民活動推進資金「よこはま夢ファンド」を活用

してピースデポに寄付をしていただくと、所得税や法人税

について寄付金控除など税の優遇措置が受けられます。全

国どこからでも可能で、横 浜 市 以 外 の 方 の 場 合 は、 返 礼

品 もあります。 協 力 者 に は、 会 員 並 み に『 ピ ー ス・ ア ル

マナック』と『脱軍備・平和レポート』をお送りします。

　詳しくは横浜市 HP をご覧ください。
https://www.city.yokohama.lg.jp/kurashi/kyodo-manabi/
shiminkyodo/shien/yumefund/gaiyou.html　

● お知らせ 5 月半ば事務所移転しました
　これまで日吉にあったピースデポの事務所は以下に移
転しました。

第 4 西山ビル 304 号室
〒 222-0032　横浜市港北区大豆戸町 1020-5
東横線大倉山駅から徒歩 8 分
※詳しくは HP でお知らせしています。

●脱軍備・平和基礎講座　受講者募集
　　本年度 5 月よりピースデポは 2022 年度「脱軍備・平和
基礎講座」を実施しています。月 1 回のペースで合計 8 回。
受講料：500 円（1 回分）。学生・大学院生は無料。
第 2 回  6 月 25 日（土）14 時〜 16 時

「キラー・ロボットの時代がやってくる！？」　　
講師：畠山澄子 ( ピースボート )

　参加をご希望の方はメールか電話でピースデポまでご連
絡ください。原則としてオンライン形式で開催予定です。　　

新刊 !!
（会員には無料配布）


